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研究成果の概要（和文）：　本研究の成果としては、まず、アメリカの行政法教科書の翻訳を行ったことが挙げ
られる。これによりアメリカ行政法の全般について近時の体系的到達点を明らかにすることができた。次に、ア
メリカの略式規則制定手続について近時の問題や実務上の取組みについて研究を行った。これにより、パブリッ
クコメント手続のアメリカでの現況を明らかにすることで、日本で行政立法手続を論じていく上での着眼点を得
ることができた。

研究成果の概要（英文）：First, the result of this study is the translation of the text of American 
administrative law. This work revealed the progress of recent American administrative law, 
generally. Second, I had studied recent problems or practical matters about informal rulemaking 
procedures in America and I got viewpoints to discuss rulemaking procedures in Japan. 

研究分野： 行政法

キーワード： 行政法　アメリカ行政法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究でアメリカの行政法教科書の翻訳を行ったが、わが国では約20年ぶりの刊行であり、これによって最新
のアメリカ行政法の体系を日本に紹介することができた。今後のアメリカ行政法研究についての全般的な基礎研
究を提供することができたと考えている。また、アメリカの略式規則制定手続に関する研究を行ったが、現在の
日本でもパブリックコメントは普及したが、一方で問題のある運用のようなものも見られるようになっているの
で、その改善方法を検討するうえで参考となる基礎研究を提示することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 行政手続への住民・国民の参加は２０世紀から行政法学のテーマの一つであった。本研究はア
メリカ行政法における行政参加の議論を手がかりに、行政参加手続に関する新たな理論的基礎
を探求するものである。 
 行政参加については、わが国の行政法学においても、戦後期から議論の蓄積があるところであ
る。これまで各国の制度が紹介されてきたが、アメリカについては行政手続との関連で、参加制
度が紹介されてきた。古くは鵜飼信成や橋本公恒のアメリカの行政手続の研究に始まり、小高剛
の研究を経て、近時では、宇賀克也、中川丈久、紙野健二、大浜啓吉によって、アメリカの連邦
行政手続法における行政参加の制度と理論が紹介されてきた。 
 アメリカでは連邦行政手続法制定時には、略式規則制定手続はそれほど重んじられてはいな
かったが、次第に参加の価値が強調されるようになり、行政機関が単独で決定を行うと専断的な
決定がなされるので、国民の参加を促すよう行政手続を充実させることで、公衆からの情報イン
プットが増大し、行政決定がより良いものとなるという主張が有力になっていった。アメリカに
おいてはこのような議論を受けて、判例法によって行政手続が強化され、立法においては、交渉
による規則制定手続が実験を経て導入された。 
 しかし、現在のアメリカの議論では、略式規則制定手続については行政機関の負担増が言及さ
れ、交渉による規則制定手続も導入から十数年を経て、交渉による規則制定手続の成果に対する
疑問や、手続の限界が認識されつつあるように思える。他方で行政手続についてはインターネッ
トの発展を受けて電子化が進行し、新たな位置づけを与える理論が現れている。交渉による規則
制定手続を「新しい統治(new governance)」として評価する説も見られるところである。「新し
い統治」の議論では、従来型の命令管理型の規制にかわるものとして、事業者の自己規制や情報
開示を通じた協働的な規制が重要視されている。 
 
 
２．研究の目的 
 
 アメリカの行政参加の手続として、略式規則制定手続や交渉による規則制定手続が知られて
いるが、近時、従来までの手続について新たな観点からの検討がなされ、新しい行政参加のモデ
ルが提唱されている。日本でもかねてから行政参加の拡大の必要性が主張されていたが、行政改
革によりパブリックコメント手続が導入されている。 
 本研究は、アメリカにおける新たな行政参加論の展開を追うことにより、日本における新たな
行政参加手法を提言することで、行政手続に関する議論の深化をもたらすことを目的とする。 
従来までのアメリカの行政手続の研究においては、制度導入時の議論の紹介が多く、近時におけ
るアメリカにおける議論の展開は必ずしも意識されてはいなかったが、本研究は制度運用を踏
まえたうえでのアメリカの議論を辿ることにより、制度実施の経験を踏まえた理論を探求する
ものである。 
  
 
３．研究の方法 
 
本研究では、アメリカにおける現在のパブリックコメントの実態やコメントの評価に関する

新理論、交渉による規則制定手続に関する近時のアメリカの議論、近時アメリカで主張されてい
る新形態の行政参加手続、公私協働論などを検討する。 
第一に、略式規則制定手続の際のパブリックコメント手続に関し、新形態でのコメント評価方

法を探求する動きを追う。略式規則制定手続はアメリカではかねてから行われているところだ
が、ここでは、選挙による投票と同様のものとしてコメントを評価するレファレンダムモデルに
よるパブリックコメント手続の使用や、価値序列(value-laden)に従ったコメントの評価といっ
た、アメリカでの新たな議論動向を追うことで、パブリックコメント手続におけるコメントの評
価方法に関する新機軸を明らかにする。 
第二に、アメリカにおける新しい形態の行政参加の構想を検証する。アメリカにおいては近時、

情報市場の活用や陪審モデルによる行政決定への市民参加、市民諮問委員会の開催といった新
たな行政参加手続が提唱されるに到っている。まず、これらの新たな手続の構想を追うことでそ
の概要を明らかにする。そして、これらの新形態の行政参加手続の有効性について、アメリカで
の議論を手がかりに検証する。 
これらによってアメリカにおける行政手続論の新展開を明らかにし、それに基づいて比較法

的考察を行うことで、日本における行政手続の改善策や、新たな行政参加手法を提示する。 
研究方法は、基本的に文献研究を中心とした理論的考察となる。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究でアメリカの行政法教科書の翻訳を行ったが、わが国では約 20 年ぶりの刊行であり、



これによって最新のアメリカ行政法の体系を日本に紹介し、最新のアメリカ行政法体系全体の
中でのパブリックコメントの位置づけを明らかにすることができた。今後のアメリカ行政法研
究についての全般的な基礎研究を提供することができたと考えている。 
また、アメリカの略式規則制定手続に関する研究を行い、パブリックコメント手続に関する

様々なモデルやコメント評価の方法、パブリックコメントを実効化するための実務上の取組を
検討したが、現在の日本でもパブリックコメントは普及したが、一方で問題のある運用のような
ものも見られるようになっているので、その改善方法を検討するうえで参考となる基礎研究を
提示することができた。 
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